
第3章 住宅の耐震補強工事に対す る居住者の意識構造に関する分析

図3-22補 強意欲 と将来的な居住予定 との関係

3.4耐 震補強の意思決定へ の影 響要 因

前節では,住 宅の耐震補強 を実施 した いと思わない理由は必ず しも経済的な理 由や住宅の耐震性能 に

関する認識不足等だけではなく,複 雑である ことを指摘 した.本 節では,旧 耐震住宅 の耐震補強の実施

意欲に影響を与える要因をさ らに詳細 に総合的にする.

まずは,住 宅所有者が耐震補強実施 に関する意思決定を行 う際,一 般 的に意思決定理由 として挙げ ら

れ る意見 を列挙 して,回 答者 に 「強 くそ う思 う ・そ う思う ・あまりそ うは思わない」とい う3段 階で選

択 してもらった.ま た強 く賛同す るものを上位4位 まで選び順位をつけてもらった.図3-23に 回答者

が選択 した割合,図24に 順位付 けの結果を示す.図3-23で 「強 くそう思 う」の割合が20%を 超えた も

のは,順 に 「自分や家族の命 を地震か ら守 りた い」 「家や財産を地震か ら守 りたい」 「耐震補強工事は費

用が高い」「補強よ りも建て替えた方が得だ」 「近 い将来,大 きな地震が起 こるだろう」 「今は金銭的な

余裕がな い」である.こ れ らの中で も 「近い将来,大 きな地震が起 こるだろう」「自分や家族の命 を地

震か ら守 りた い」は,第1位 に順位付けする回答者が多かった.

次に,各 意思決定理由での 「強 くそう思 う」の割合を,耐 震補強賛成派 と否定派(図3-9(b))で それ

ぞれ算出 し,両 者の割合の差 を求めた.符 号がプラスのものは,耐 震補強に賛成す るほ ど 「強 くそ う思

う」項 目であ り,耐 震補強の意思決定を促進す るプラスの要因 と考え られる,符 号が マイナスになるも

のは,耐 震補強への意思決定 を阻害す るマイナ ス要因である,プ ラス要因は順 に 「家や財産を地震か ら

守 りたい ・自分や家族の命を地震か ら守 りたい ・近 い将来,大 きな地震が起 こるだろう」 とな り,プ ラ

ス要因全体における各々の構成割合 を算 出するとそれぞれ40%,29%,17%と なった(図3-25).マ イ

ナス要因は順 に 「補強よ りも建て替えた方が得だ ・今は金銭的な余裕がない ・家族 にやむをえない事情

が あり,生 活を乱 されると困る ・地震が来て も何とかなるだろ う(地震への楽観視1・ 地震で死ぬのは仕

方ない(地 震 被害へのあ きらめ)・ 今のままでの 自宅は地震で壊れない(建 物 強度への自信)」 である.

これ らのマイナス要因全体 における構成割合は,そ れぞれ44%,17%,13%,12%,9%,4%と なった

(図3-26).以 上よ り,耐 震補強 を実施 しないとい う意思決定には,建 て替え志向が最 も大きく影響 を

及 ぼしてお り,続 いて経済事情,家 庭事情,災 害意識が影響 していることが明 らか となった,「 建物強

度への自信」の構成比 は全体の4%と 低 く,こ れよ り,本 回答者は建物 の脆弱性 をある程度認識 してお

り(図3-14),地 震被害への認識の低 さが耐震補強 を実施 しない主要な要因で はないことがわか った.
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図3-23各 意思決定理 由に対する賛同状況

図3-24各 意思決定理由に対す る順位付け
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図3-25意 思決定 におけるプラス要因

図3-26意 思決定 におけるマイナス要因

図3－26に 示 した意思決定におけるマイナス要因に関 しては,意 思決定の妨 げとなる具体的な条件に

関す る分析 も行 った.マ イナス要因の2番 目である 「今 は金銭的に余裕がない」 に関 して,耐 震補強工

事の妨げとなる金銭的支出の予定 を尋ね ると,30～40歳 代では子供の教育費と老後のための貯蓄が,50

～60歳 代で老後のための貯蓄 と医療 ・介護費用が多 く挙げ られた(図3-27) .金 銭 的支出は特にな いと

いう回答は20%程 度 あった.リ フォーム費用は3～4番 目に挙げ られてお り,こ の支出予定 を増額すれ

ばリフォーム時 に耐震補強を同時 に実施す ることが可能であると考 えられ る.耐 震補強工事費用として

妥当だ と考える金額(図3-28)は,回 答者の年齢が高 いほ ど増額 し,30～40歳 代では50～100万 円が,

50～60歳 代で100～200万 円が最 も多 くなった.
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マイナ ス要因の3番 目である 「生活 を乱されると困る」に関 しては,家 族のやむ をえない事情 として,

30歳 代では乳幼児,40歳 代では受験生,50～60歳 代では75歳 以上 の高齢者が多 く挙げ られた(図3-29),

しか し,全 年齢層 を通 じて50%程 度が 「当てはまる項目はない」と答えてお り,こ れ らの事情が耐震補

強実施の阻害要因となるケー スは一定の場合に限 られると言える.補 強工事 として妥 当な工事期間 につ

いては,40～50%が1週 間以内,60～70%が2週 間以内 と回答 し,30～40歳 代ほど短 い期間 を希望 して

いる(図3-30).工 事期間の短縮への住宅所有者側 のニーズは非常 に高い.

図3-27補 強工事 の妨 げとな る金銭的支出の予定

図3-28年 齢別にみた耐震補強工事 の妥当な価 格
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図3-29補 強工事の妨げとなる家族の事情

図3-30年 齢別 にみた耐震補 強の妥当な工事期間

3.5耐 震補強工事の依頼先に関する関心事

最後 に,耐 震補強工事の依頼先 に関 して,住 民が どのような点に関心 を抱 いているかを分析 した.耐

震補強工事の依頼先を選ぶ際に重視 する点 としては,「 補強 した後の建物の強 さ」 と 「補強工事価格」

が最も多 く挙 げられ,続 いて 「依頼先がアフターサー ビスを してくれるか・ 補強工事中に継続 して居住

できるか どうか ・依頼先の工事実績 ・補強後の メンテナンスは不要か」等 とな った(図3-31).耐 震補

強工事 自体への関心だけでな く,施 工後の補強箇所の メンテナンス に関する関心 も高 いと言える.

耐震補強工事の不安要因を尋ねる と(図3-32),60%の 回答者が 「補強 して も地震被害 を受 けるので

はないか」という不安を挙 げてお り,「耐震診断結果は信用できるのか」という意見も約45%と なった.

耐震診断 ・補強技術の不確定 さに対す る不安感は非常に強い.技 術の向 上とともに,様 々な工法による

耐震補強後の強度を詳細 に把握 し,こ れ らの情報 を住民に提供す ることが非常 に重要であると考え られ

る.そ の他,「 依頼 先に手抜 き工事 をされな いか ・信頼できる依頼先が見つかるか」の割合が 大き く,
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図3-31耐 震補強工事の依 頼先 を選ぶ際に重視す る点

図3-32耐 震補強工事 について不安 に思 うこと

悪徳業者の存在への不安感が 目立つ.悪 徳業者 を排 除し,住 宅所有者が安心 して耐震補強計画を検 討で

きる環境整備へのニーズは高いと考え られる.

この点に関連 して,補 強意欲のある回答 者(図3-9(b))に 対 して,具 体的にどのような ところに耐震補

強工事に関す る相談 をした いかを尋ねた ところ,市(区)役 所の相談窓 口,知 り合 いの設計事務所 ・工務

店 ・大工さん,防 災や建物 に関す る専門家 という順 に回答 が多かった(図3-33)． 一方,耐 震補強工事 に

関する知識の入手方法を尋ねると,45%の 回答者がマスコミを通 じて知識を得てお り,自 治体が配布 し

たパ ンフレッ トを挙 げた回答者も約15%存 在 した(図3-34).今 までに耐震補強工事 を勧 め られた こと

がある回答者は19.8%に 上 り,リ フォーム・ 耐震補強工事業者か ら勧め られた割合が最 も多か った(図

3-35).
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図3-33補 強意欲のある住宅所有者の相談希望先

図3-34耐 震補強に関する知識の入手方法

図3-35今 までに耐震補強を勧め られたきっかけ
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以上よ り,住 宅所有者は 日常的に市(区)役 所 の相談窓 口か ら情報 を入手す る環境 にはないが,実 際の

意思決定 においては公的機関への信頼感が厚 いことがわか った.ま た,設 計士や施工業者 ・専門家 との

相談 を望む声が多いものの,図3-35の 通 り,と りわけ防災や建物 に関す る専門家に接する機会は非常

に少な く,こ れ らの団体による情報提供の機会へのニーズは高い と考え られる.相 談希望先や情報 の入

手先 として,自 主防災組織の関係者や近所の人 と回答 した割合は非常に低 く(図3-33),地 域 における耐

震補強への関心が低 いことが明 らかになった.今 後は,こ れ らの地域組織 と設計士や施工業者 ・専門家

な どの団体 との連携 を図ることによ り,地 域 において耐震補強対策に対する関心 を盛 り上げることが可

能になると考えられ る.

3.6ま と め

本章では,関 東地域の戸建て住宅の所有者 を対象 として住宅 の耐震補強工事 に関する意識調査を実施

した.旧 耐震住宅 に居住する回答者 に対 して,耐 震補強工事 の実施意欲 を5段 階で尋ねたところ,補 強

実施 に賛同する回答者は全体の約35%程 度 となった.巨 大地震発生の可能性 に関す る認識 と耐震補強へ

の賛同には相関が見 られた ものの,住 宅の全半壊被害を予想す る場合 に,半 数程度 は補強工事 に否定 的

であった.

これ らの知見 に基づき,耐 震補強実施への意思決定に影響を及ぼす要因を分析 した結果,耐 震補強を

実施 しないという意思決定 には,建 て替え志 向が最 も大きな影響を及ぼ してお り,他 には 「金銭的余裕 ・

工事 による生活支障への懸念 ・地震への楽観視 ・地震被害へのあき らめ ・建物強度への自信」等が影響

している ことがわかった.耐 震補強の実施を妨げる金銭的支出 としては リフォーム費用を挙げるケース

が多く,「住み続け,い ずれ リフォームす る予定」の場合では耐震補強賛同率が70%程 度 となった こと

か ら,リ フォーム と補強工事 とを合わせて検討 しても らえるよ うな情報提供が重要である ことが指摘さ

れた,

耐震補強工事 の依頼先に関 しては,耐 震診断 ・補強技術 の不確定 さや悪徳業者の存在に対 して住民が

強い不安 を抱いていることがわか った.耐 震補強後の建物強度 の把握 と,安 心 して耐震補強計画 を検 討

で きる環境整備への住民側 のニーズは非常に大 きい と考え られ る.ま た,具 体 的な耐震補強の相談希望

先 としては,市(区)役 所 の相談窓 口を挙げる回答者が多 く,公 的機関への信頼感が厚い ことがわかった.

一方
,自 主防災組織か らの情報入手例 は少なく,今 後,こ れ らの地域組織 と専門家団体が連携す ること

によ り,地 域において耐震補強対策に対する関心 を盛 り上げることが可能 になると考 え られた.

なお,本 章は,耐 震補強 を実施 して いない一般住 民を対象として耐震補強工事 に対する居住者意識を

概観する ことを目的とし,イ ンターネ ッ トア ンケー ト調査を実施 した.と りわけ60歳 代ではインター

ネッ トを利用できる回答者 を対象 とした影響が 生じていると考え られ,こ の点を踏まえたデータの理解

が必要である.今 後 は,高 齢者を対象 として更なる住 民意識の分析 を行って いきたい と考える.
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